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 2016年版は、内容をより簡潔に分りやすいものとす
るため、2015年版までの文章を中心とした構成から、
グラフや図表を中心とした構成に変更しました。 

冊子『大阪の経済(2016年)』について 
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●各国の国内総生産（名目、2014年） 

●域内総生産（名目）の推移  

Ⅰ 大阪市の経済構造 １. 大阪市の経済規模、経済動向 

資料：大阪市「市民経済計算」、内閣府「国民経済計算」、「県民経済計算」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

大阪市の市内総生産の推移は？ 

「長期の低迷から下げ止まりつつある状況」 

 全国や近畿が2003年から07年にかけて上昇基調
であった中、大阪市は同様の動きとはならず、その
差は拡大。その後リーマンショックにより大きな打撃
を受け、08年、09年は大幅に減少し、直近では下げ
止まりつつある状況(下図) 

・大阪市の市内総生産の
規模は、世界の第56位
のベトナムと同じ規模
を誇る(左図) 

左図 
注：①注：近畿は大阪府、兵庫県、京都府、和歌山県、奈良県、滋賀県の６府県で、アジア太
平洋研究所の推計値をドル換算した値 ②大阪市、大阪府の数値は2012年の推計値を日
本全体の12年⇒14年にかけての増加率と等しいと仮定して算出した推計値の換算値 

資料：I資料：MF「World Economic Outlook Database」、内閣府「県民経済計算」、「国民経済計
算」、大阪市「市民経済計算」、（一財）アジア太平洋研究所「関西経済の現況と予測」 
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大阪市の産業構成の特徴は？ 
  「卸売・小売業や情報通信業のシェアが、大都市の中でも高い」 
大阪市は近畿圏の中枢都市であることから､ 

１）卸売・小売業の全産業に占めるシェアが1/4以上を占め、名古屋市などと同様“商都”
である､ 

２）東京都と同様に情報通信業のシェアが高い、 

３）全国と比較して製造業のシェアが約半分である、 

などの特徴がある。ただし、卸売・小売業及び製造業のシェアは減少基調にあり、一方で
、サービス業、情報通信業のシェアは増加基調にある 

Ⅰ 大阪市の経済構造 2.大阪市の産業構成 

注：対象は産業分野のみ。「その他」は、農林水産業、鉱業、電気・ガス・ 水道業。全国
は暦年ベース 

  ※基準年や業種分類の変更により、大阪市に関しては2000年度以前は遡及推計対
象外のため、「運輸業」は不明であり、「情報通信業」に含めて計上 

資料：大阪市「市民経済計算」、内閣府「県民経済計算」、「国民経済計算」 

●域内総生産(名目)の産業別構成比(都市比較) 

注：：対象は産業分野のみ。その他は、農林水産業、鉱業、電気・ガス・水道業 
※名古屋市の建設業の数値は秘匿のため、その他に含まれる 
資料：内閣府「県民経済計算」、各市「市民経済計算」2012年度 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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●産業別総生産額で見た近畿内・大阪府内シェア ●各種社会経済指標で見た大阪市の 
 近畿内シェア 

近畿圏の他府県と比較した大阪市の強みは？ 
    「卸売業、情報通信業、対事業所サービス業に強みがある」 

・卸売業販売額・情報通信業売上高では、ともに約6割～７割を占める（左図） 
・製造業の近畿内シェアは人口シェアを下回って1割強（右図） 
・金融・保険業、サービス業でも、近畿内、大阪府内ともに高いシェアを誇る（右図） 

注：生産額は2012年度の名目 
資料：内閣府「県民経済計算」2012年度、大阪市「市民経済計算」12年度、「推計

人口」12年 

注：域内総生産は名目。事業所数（事業内容等不詳を含む）、従業者数は民営業所。大
企業数は資本金１億円以上の企業数、情報通信業は情報サービス業、インターネッ
ト付随サービス業の合計 

資料：内閣府「県民経済計算」、総務省「人口推計」、「国勢調査」、「経済センサス－基
礎調査」、「経済センサス－活動調査」、経済産業省「商業統計調査」、大阪市「推計
人口」、「市民経済計算」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

Ⅰ 大阪市の経済構造 3.近畿における大阪市の位置づけ 
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大阪市の支出側の内訳のトレンドは？ 
「“民間最終消費支出”の割合が増加基調にあ
る一方、最大の特徴である“財貨・サービスの
移出入ほか”は減少基調」 
 2000年以降、人口増が続いていることもあっ
て、「民間最終消費支出」の割合は緩やかな
増加基調、「財貨・サービスの移出入ほか」
の割合は減少基調(下図) 

●支出側の内訳構成 

注：：市内総生産は名目。市内最終需要＝100とした構成。東京都は都全体。「
財貨・サービスの移出入ほか」には在庫品増加と統計上の不突合を含む 

資料：内閣府「県民経済計算」2012年度 

●事業所の開廃業率 注：廃業率は便宜上マイナス
表示としており、開廃業率
は開業率から廃業率を減
じた値である。各用語の詳
しい定義は以下の通り 

①期首事業所数：2012年2月1
日時点における事業所数
であり、存続事業所数と廃
業事業所数の合計 

②開業率の定義：12年2月1日
～14年7月1日の期間にお
ける開業事業所数から年
平均開業事業所数を算出
し、①の期首事業所数で
除した値 

③廃業率の定義：②の開業率
と同じ期間における廃業事
業所数から年平均廃業事
業所数を算出し、①の期首
事業所数で除した値 

資料：総務省「経済センサス－
基礎調査」2014年  

大阪市の産業集積の特徴は？ 
「他都市に比べて、産業集積の密度が高い」 
 東京都区部と比較すると、 1 ㎢あたりの製造
品出荷額等で約3.0倍、工場数で約1.7倍、卸売
業事業所数や百貨店販売額では約1.2～1.3倍 
大阪市における事業所の開業、廃業の状況は？ 
「わずかではあるが、廃業率が開業率を上回
っている」 

 大阪市の開業率は全国平均を上回る7.54％と
やや高いが、廃業率も－8.25％と高く、差し引き
した開廃業率は－0.71％ 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

Ⅰ 大阪市の経済構造  

 ４．産業集積などの状況          ５．大阪市経済の需要面の構造 
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・住宅用面積は2012～13年には消費増税前の駆け
込み需要も影響して増加したものの、14年以降
はやや低い水準で推移(下図) 

・産業用面積は2011年以降、低水準が続いたが、
14年以降は大規模なビル開発などもあり持ち直
しつつある(下図) 

 

●住宅用、産業用別の建築着工面積（大阪市） 

注：2015年の推計値はⅠ～Ⅲ期の合計値の4/3倍により算出 
資料：㈶建設物価調査会「建設統計月報」（2012年２月まで）、国土交通省「建築着

工統計調査」（12年３月以降） 

●要因別の人口動態（大阪市） 

注：死亡、転出は人口減少に作用するためマイナス表示としている。 
2015年は１～９月の合計に14年10～12月の合計を加算した推計値 
資料：大阪市「推計人口」」 

・総人口は2000年代以降、増加基調が持続 
・世帯数は戦後増加の一途、世帯当たりの人口
は2.0人以下に減少 

・人口は2011年以降、増加幅が縮小気味であ
ったが、15年は転入増と転出減により反転増
加（下図） 

・出生数は2008年をピークに緩やかな減少基
調 (下図) 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・スーパー販売額は店舗数の増加、百貨店販売
額は訪日客の増加などを背景に、ともに増加
基調（下図） 

・消費者物価、家計消費支出はほぼ横ばい（下
図） 

● 民間消費関連の指標（大阪市） 

注：2008年４～６月期における月間平均値を100とする指数。「（季）」は、季節調整後の
系列を示す 

資料：経済産業省「商業動態統計調査」、総務省「消費者物価指数」、「家計調査報告 
（二人以上世帯）」、「国勢調査」、大阪市「推計人口」 

・有効求人数は、2014年以降、増加基調が一服
するも高水準。有効求職者数は、減少基調から
15年に反転するも、有効求人倍率は高止まり  
（下図） 

・景気回復に伴い、2013年半ばから雇用保険受
給者実人員や生活被保護実人員は減少基調 
（下図） 

 ● 社会保障関連の指標（大阪市） 

注：2008年4 ～ 6月期における月間平均値を100とする指数。「（季）」は季節調整後の
系列を示す 

資料：厚生労働省「被保護者調査」、大阪労働局「労働市場月報」 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・輸入額(大阪港＋関西空港)は2013年にか
けて増加基調の後、14年以降、増加基調は
緩やかとなる（下図） 
・中央卸売市場の取扱高は2013年以降、増
加基調が持続、15年は7年ぶりの高水準（下
図） 

●商業系の最新動向 

注：2008年４～６月期における月間平均値を100とする指数。「（季）」は、季節調整
後の系列を示す 

資料：大阪税関「貿易統計」、大阪市「中央卸売市場（本場･東部市場）の取扱高」
（金額ベース） 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

・ホテル客室稼働率及びオフィス稼働貸室面積は、
2011年以降増加基調となり、15年も高水準を維持 
（下図） 

・貸ビル空室率は、貸室面積が増加するも、2011年
以降は減少基調が持続。15年には大規模ビルの
竣工がありながらも、低水準を維持（下図） 

●サービス業系の最新動向 

注 : オフィス稼働貸室面積、ホテル客室稼働率は2008年４～６月期の月間平均値を
100とする指数。 季 : 季節調整後の系列を示す 

資料：三鬼商事㈱「地域別オフィスデータ」『大阪（ビジネス地区）』、 
   日本経済新聞社「主要ホテル稼働率」『大阪地区平均』 

Ⅰ 大阪市の経済構造 6.大阪経済の最近の動向 
(2) 供給セクターに関する指標の最新動向 
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6.大阪経済の最近の動向（まとめ） 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

◆需要セクター 
①民間最終消費支出 

 大阪市人口は2000年代以降、増加基調にあり、
スーパー販売額も01年以降増加基調。また、訪
日外国人の増加などにより、百貨店販売額も14
年以降増加基調。今後、考えられる主なプラス
面とﾏｲﾅｽ面の要素は次のとおり。 

 ・プラス面： 
１）消費者となる人口、世帯の持続的増加 

２）賃金上昇及び失業率低下による就労者数の増加 

３）2017年4月の消費再増税前の駆け込み需要 など 

・ﾏｲﾅｽ面： 
１）株価の動向による消費マインドの低下 

２）高齢化による消費縮小トレンド など 

 

②民間住宅投資、企業設備投資 

 住宅用、産業用別建築着工面積は2014年の
消費増税前の駆込み需要の後、やや低い水準
で推移している。今後、住宅では、消費再増税
前の完成をめざす駆込み需要が考えられ、設
備投資では、ホテルや倉庫不足解消に向けた
投資、業務効率向上などＩＴ投資、建替え投資な
どが考えられる。 

◆供給セクター 
③商業系・工業系・サービス系・倒産件数 

 輸入額はリーマンショック後、一時落ち込んだも
のの2009年以降増加基調。ホテル客室稼働率は
11年以降増加基調となり、訪日外国人の増加な
どもあり、15年も高水準で推移。一方、工業生産
指数及び工業用ガス消費量は09年の大幅減少
後の回復は力強さに欠ける動き。また、倒産件数
は10年以降、減少基調にある。 

①基礎素材型工業が多い  

 製造業を「基礎素材型」、「加工組立型」、「生活関連型」の３つに分類し、製造
品出荷額等を他都市と比較すると、大阪市は「基礎素材型」の割合が高く、中で
も化学工業の割合が突出して高い 

②高付加価値型  

 付加価値率（製造品出荷額等に占める付加価値額の割合）が東京都に次い
で高水準で、全国の水準を大きく上回る 

③高密度な集積地域  

 市内の工場集積地である東部４区（東成、生野、城東、平野の４区）の事業所
数、従業者数、製造品出荷額等は、１㎢あたりの集積度が全国トップクラス 

11 

Ⅱ 大阪市の産業動向 １．製造業 

大阪市の製造業の特徴は？ 

大阪市の製造業の長期的な傾向は？ 

「操業環境を求めての市外流出等が続き、全国シェアは長期低落傾向」 

  2013年の製造品出荷額等のシェアは1.2％で、人口シェア2.1％を下回る状況。
新規の大規模工場の立地は、2010年以降は、件数が一桁台で推移 



3 

12 

・全国の製造品出荷額等は、リーマンショ
ック後の2009年に大幅に減少、13年は円
安の影響もあり緩やかに増加 

・事業所数、従業者数、製造品出荷額等、
付加価値額は、2000年以降も緩やかに減
少基調（下図） 

・大阪市の事業所数、従業者数の全国シェ
アは緩やかな下降基調 

●製造業の推移（大阪市） 

●製造品出荷額等の分野別構成比 

Ⅱ 大阪市の産業動向 １．製造業 

注：対象は従業者数４人以上の事業所。産業分類や捕捉範囲の変更等があるた
め、厳密には連続しない。2011年は「経済センサス－活動調査」の数値。統計
データの注意点については章末注を参照のこと 

資料：経済産業省「工業統計調査」、総務省「経済センサス－活動調査」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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・大阪市は、全国に比べて医薬品関連産業
の集積により「化学工業」が多い（下図） 

・東京都区部は印刷関連の集積により「生
活関連型」が多い（下図） 

・名古屋市は、自動車産業の集積により 
「加工組立型」が多い（下図） 

<基礎素材型>木材・木製品、パルプ・紙・紙加工品、化学工業、石油製品・ 

  石炭製品、プラスチック製品、ゴム製品、窯業・土石、鉄鋼、非鉄金属、 

  金属製品 

<加工組立型>はん用機器、生産用機器、業務用機器、電子部品・デバイス・ 

  電子回路、電気機器、情報通信機器、輸送用機器 

<生活関連型>食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維、家具・装備品、印刷・ 
  同関連、なめし革・毛皮、その他 

注：対象は従業者数４人以上の事業所 

資料：経済産業省「工業統計調査」2013年 
13 

・大阪市の付加価値率は、2013年41.3％と東京
都に次いで高く、全国の30.9％を大きく上
回っている（下図） 

・化学工業は、事業所数、従業者数は他よりも少な
いが、出荷額が多く、高付加価値産業と言える。
ただし、2007年と比較した13年の付加価値額は、
基礎素材型と化学工業でより大幅に減少 

・大阪市東部地域(東成、生野、城東、平野
の4区)の製造業の集積は、全国で最も密度
が高い（下図） 

●製造業の付加価値率の推移 

注：対象は従業者数４人以上の事業所。2011年は「経済センサス－活動調査」の数
値。付加価値率＝付加価値額／製造品出荷額等。付加価値率が11年に大幅
上昇しているのは統計調査の変更によるもの 

資料：経済産業省「工業統計調査」、総務省「経済センサス－活動調査」 

●製造業の１㎢当たりの活動密度 

注：大阪市東部＝東成区、生野区、城東区、平野区。対象は従業者数４人以上の事
業所 

資料：経済産業省「工業統計調査」2013年、国土地理院「全国都道府県市区町村別
面積調」  (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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Ⅱ 大阪市の産業動向 １．製造業 
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Ⅱ 大阪市の産業動向 2．卸売業 

「かつては全国の流通の中心地であったが、地位の低下が続いている。
しかし、依然として関西圏等における流通の中枢機能を担っている」 

 大阪市の卸売業は､1960年には全国の卸売業販売額の約３割を占めていたが､

繊維産業の衰退や、大手総合商社の東京移転などで全国的地位の低下が続い
ている。 

 直近の業種別販売額では、化学製品、電気機械器具、鉄鋼製品などの生産・
資本財の販売額が多くなっているが、繊維品、衣服では、販売額の全国シェアが
それぞれ５割弱、２割強と引き続き高い割合を占めている。 

 また、卸売業の集積度を図る指標である中心性比率は高水準を保ち、関西圏
などにおける流通の中枢機能を担っている 

大阪市の卸売業の特徴は？ 

大阪市の卸売業の長期的な傾向は？ 

 「事業所、従業者数、販売額ともに減少基調」 

 しかし、景況感を表す景気DIをみると、消費税増税前は駆け込み需要で水準が
一気に高まり、その後も比較的高水準を保っている 
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・大阪市では、事業所数、従業者数は長期に渡り減

少基調で、販売額、総生産はリーマンショックを機

に大きく減少し、その後の回復も全国より遅れて

いる（下図） 

●卸売業販売額の業種別構成比(大阪市) 

●卸売業の推移（大阪市、全国） 

注：販売額、事業所数、従業者数については、2007年以前は「商業統計調査」、09年の事業所数、
従業者数は「経済センサス－基礎調査」、11年の販売額と12年の事業所数、従業者数は「済
センサス－活動調査」、13年の販売額は「商業統計調査」、14年の事業所数、従業者数は「経

済センサス－基礎調査」。総生産については、全国は「国民経済計算」（名目・暦年）、大阪市
は「市民経済計算」（名目・年度）。調査の時系列比較は注意を要する 

資料：経済産業省「商業統計調査」、総務省「経済センサス－基礎調査」、「経済センサス－活動
調査」、内閣府「国民経済計算」、大阪市「市民経済計算」 

資料：経済産業省「商業統計調査」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

23.8 

30.8 

31.2 

35.7 

38.8 

36.6 

0

10

20

30

40

50

0

10

20

30

40

50

60

70

80

1988 91 94 97 99 2002 04 07 09 10 11 12 13 14

事業所数

（大阪市）左軸

販売額

（大阪市）左軸

従業者数

（大阪市）左軸

販売額

（全国）左軸

付加価値額

（全国）右軸

付加価値額

（大阪市）右軸

●付加価値額

大阪市（千億円）

（年）

事業所数（千ヵ所）

従業者数（万人）

(年・年度)

●販売額

大阪市（兆円）

2013年
30兆8,055億円

62.8%
生産･資本財

28.5%
消費財

医薬品・化粧品等

4.4%

家具・建具・

じゅう器 1.1%

食料・飲料

9.6%

農畜産物・

水産物品

5.9%

身の回り品

1.5%

再生資源

1.0%

石油・鉱物

6.2%

化学製品

13.0%

建築材料

4.2%

繊維品

（衣服、身の回り品

を除く）3.6%

その他

6.8%

紙・紙製品

2.7%

衣服

3.3%

その他の

機械器具

2.6%

電気機械器具

11.3%

自動車

1.7%

産業機械器具

6.0%

鉄鋼製品

10.7%

非鉄金属

2.5%

各種商品

1.9%

Ⅱ 大阪市の産業動向 2．卸売業 

・大阪市の卸売業販売額は、生産・資本財の

販売額が6割以上を占める。業種別でみる

と化学製品、電機機械器具、鉄鋼製品の順

に多い（下図） 
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・大阪市の全国シェアは全般的に縮小基調。

ただし、繊維品(生産・資本財)と衣服(消

費財)では依然高い全国シェアを誇る(下図) 

 

●卸売業の中心性（W/R）比率の推移 

注：W/R 比率＝卸売業総生産／小売業総生産。各都市、都・府の数値は「県民経
済計算」（名目・年度）、全国の数値は「国民経済計算」（名目・暦年）を用いてい
る。名古屋市も高いW/R を誇ると推察されるが、商業としての分類のみ 

資料：内閣府「県民経済計算」、「国民経済計算」 

● 卸売業販売額の業種別全国シェア 

（大阪市、東京都区部） 

注：2011 年は「経済センサス－活動調査」の数値、2011 年以外は「商業統計調査」 
資料：経済産業省「商業統計調査」、総務省「経済センサス－活動調査」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 
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Ⅱ 大阪市の産業動向 2．卸売業 

・卸売業の集積度を図る指標である中心性比

率は、2008年度から09年度にかけて、全国

的に下落。大阪市は2008年度まで全国で最

高水準、12年度は、福岡市に次ぐ高水準（下

図） 
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Ⅱ 大阪市の産業動向 3．小売業 

 「市域外の商圏に対する需要の吸引力は全国トップを誇る」 

 大阪市の小売業は、大阪市民だけではなく、大阪都市圏の需要に広く応えて
おり、市域外の需要に対する吸引力は、東京都区部や名古屋市を凌ぎ、全国
の大都市と比較しても最高の水準を有している。 

  

大阪市の小売業の特徴は？ 

大阪市の小売業の長期的な傾向は？ 

 「長期的に小規模店舗の減少が続き、大型店は好調を維持」 

 事業所数は、全国的な傾向と同様、長期に渡り減少基調が続いており、特に
小規模店舗の減少が著しいが、近年は歯止めがかかりつつある。 

 大型小売店について、百貨店は、2011年以降の梅田や天王寺・あべのでの
開業・リニューアル等により売場面積が増加。販売額でも全国を上回るペース
で増加基調が持続。スーパーも、市内人口の増加により店舗数、売場面積とも
増加基調が続いており、販売額でも全国を大きく上回るペースで増加基調が
持続している。近年は急増する外国人観光客の影響もあり、百貨店以外にも
家電大型専門店やドラッグストアでも販売額が大きく伸びている。 

 しかし、小売業全体の新規求人の増加に対して充足率が低く、人手不足が
懸念材料となっている 
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・百貨店は、梅田や天王寺での開業・リニューア

ル等により、売場面積が増加（下図） 

・スーパーは店舗数、売場面積とも増加基調を持

続（下図） 

・事業所数は、長期には渡り減少基調にあったが、

近年は横ばい。小規模な事業所の減少が著しい

（下図） 
●小売業の従業者規模別事業所数と 
大型店店舗の推移（大阪市） 

注：事業所数で、2007年以前は「商業統計調査」、09年、14年は「経済センサス－基礎調査」、
12年は「経済センサス－活動調査」。異なる調査の時系列比較は注意を要する。舗数、売
場面積は、14年以前は「商業動態統計調査」、15年は「百貨店・スーパー販売状況」。15年
のみ9月、他は年末の数値 

資料：経済産業省「商業統計調査」、「商業動態統計調査」、近畿経済産業局「百貨店・スーパ
ー販売状況」、総務省「経済センサス－基礎調査」、「経済センサス－活動調査」 

●大型小売店の販売額、トンプソン指標※ 

※トンプソン指標＝各都市人口１人あたりの大型店販売額÷ 

         全国の人口１人あたりの大型店販売額 

注：人口は2014年10月1日現在 

資料：各都市「推計人口」、経済産業省「商業動態統計調査」2014年 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

Ⅱ 大阪市の産業動向 3．小売業 
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シェアが最大（下図） 
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・大阪市の百貨店販売額は、2010年を底に、
11年から増加に転じた。梅田や天王寺での
開業･リニューアル等により、全国を上回
るペースで増加基調が持続。消費増税後も、
訪日客の急増により、高水準が続く（下図） 

●大規模小売店舗における売場面積の増加状況
の推移 

●百貨店の販売額の推移（大阪市・全国） 

資料：経済産業省「商業動態統計調査」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

注：大規模小売店舗立地法に基づき提出された届出書をもとに、立地の多い北
区、浪速区、中央区、天王寺区、阿倍野区に関して新設・増減床・廃止（予）
日をもとに集計。増減床の場合は純増減床分のみの面積を計上 

資料：大阪市経済戦略局「大規模小売店舗立地法に基づく届出」 

・2011年以降、梅田や天王寺･あべの百貨店
などの大規模商業施設が開業･リニューア
ルしたため、売場面積が増加（下図） 
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Ⅱ 大阪市の産業動向 3．小売業 
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  「ビジネス支援型サービス業の事業所が多く、全国シェアが高い」 

 ビジネス支援型サービス業、公共サービス業、生活支援型サービス業の３分
野のサービス業のうち、従業者数では、ビジネス支援型サービス業が最多で、
市内の従業者数は大阪府の約７割、近畿圏の約５割を占める。 

 なかでも情報通信系では近畿圏の約７割が市内に集中している。ただし、大
阪市と、東京都区部の差は大きい。 

 医療・福祉、教育などの公共サービス業と、理美容業や不動産業などの生活
支援型サービス業の従業者数は、人口に比例する傾向が強く、大阪府に占め
る大阪市の割合は、人口が３割に対して、公共サービス業で３～４割、生活支
援型サービス業で４～５割 

大阪市のサービス業の特徴は？ 

Ⅱ 大阪市の産業動向 4．サービス業 

大阪市のサービス業の長期的な傾向は？ 

  「サービス業の総生産は横ばい」 

 総生産は、リーマンショック後にやや水準を下げたまま横ばいが持続。従業
者数は、医療や福祉、教育分野のサービスを提供する公共サービス業では増
加が続いているのに対して、ビジネス支援型サービス業では横ばい。サービス
業全般において人材不足は深刻化するなか、情報通信業では、求人に対する
充足率が極端に低くなっている 
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・大阪市のサービス業の総生産は、80年代

に急増して製造業を上回り、その後、増

加が続くも、近年は横ばい（下図） 

・全国シェアも近年は横ばい（下図） 

●サービス業の総生産の推移（大阪市） 

注：2000年度までは情報通信業としての大分類がないため含まない。2000年度
までは00年基準の総生産、05年度以降は05年基準 

資料：大阪市「市民経済計算」、内閣府「国民経済計算」2012年度 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

Ⅱ 大阪市の産業動向 4．サービス業 

① サービス業の概況 
② ビジネス支援型サービス業 

●ビジネス支援型サービス業の事業者数、従業者数 
（大阪府･市） 

・大阪市は、事業所数では、専門サービス
業（法律・会計や建築設計事務所など）
が最多。広告業、映像等制作業、情報
サービス業では、府下の約8割の事業所が
市内に集中している（下図） 

注：対象は民営事業所。サービス業の分類については、章末注を参照 
資料：総務省「経済センサス－基礎調査」2014年 
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③公共サービス業            ④生活支援型サービス業 

・大阪市は、事業所数、従業者数ともに、貸
家業･駐車場業･不動産管理業等が最多、洗
濯･理容･美容･浴場業が続く（下図） 

●公共サービス業の事業者数、従業者数（大阪府・市） 

●生活支援型サービス業の事業者数、従業者数 
 （大阪府･市） 

・大阪市は、事業所数、従業者数ともに医療業
が最多、次いで社会保険・社会福祉・介護事
業が多い。 

・高齢化に伴うニーズの増加などで、医療･福祉
系の従業者数が急増している（下図） 

注と資料：同左 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

Ⅱ 大阪市の産業動向 4．サービス業 

注：対象は民営事業所。サービス業の分類については、章末注を参照 

資料：総務省「経済センサス－基礎調査」2014年 
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●飲食店の事業所数、従業者数の推移（大阪市） 

注：事業所数及び従業者数の2006年以前は「事業所・企業統計調査」、09年は「経済セ
ンサス－基礎調査」、12年は「経済センサス－活動調査」、14年は「経済センサス－
基礎調査」、異なる調査の時系列比較は注意を要する。対象は民営事業所 

資料：総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」、「経済センサス－
活動調査」」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

Ⅱ 大阪市の産業動向 5．飲食サービス・宿泊業 

大阪市の飲食サービス業の特徴は？ 

「事業所数は減少基調にあるも、人口当たり
の事業所数は、他都市に突出して多い」 

 ラーメン店や焼き肉店などの専門料理店は増加
基調にあるが、全体の事業所数は減少基調。チェ
ーン店などの出店が活発なため、事業所当たりの
従業者数は緩やかに増加している。人手不足が
課題となっている 

●宿泊施設定員稼働率とシティホテル宿泊客の 

   外国人比率の推移 

注：定員稼働率は従業員数10人以上の施設を対象。シティホテルは、ホテルのうちリゾ
ートホテル、ビジネスホテル以外の都市部に立地するものを指す。東京都区部は 千
代田、中央、港、新宿、台東、江東、品川、大田、渋谷、豊島区の平均 

  定員稼働率＝延べ宿泊者数／総収容人数。宿泊者数は延べ宿泊者数データを使用 
資料：観光庁「宿泊旅行統計」 

大阪市の宿泊業の長期的な傾向は？ 

「事業所数の減少基調に下げ止まり。急増
する訪日客で宿泊業は活況」 

 宿泊施設は、全体でみると、長期に渡り小規模
事業所を中心に減少していたが、近年は横ばいと
なっている。ホテルについては、近年、施設数・客
室数ともに増加が続き、急増する外国人観光客な
どの影響から、稼働率は高水準で上昇、外国人比
率も上昇し、他都市を凌ぐ水準となっている 
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６．成長産業等の動向 

 (1) 集客・観光 

 (2) 健康・医療 

 (3) 環境・エネルギー 

 (4) クリエイティブ・デザイン 

 (5) 人材 
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・外国人のビザ発給要件の緩和、LCCを含めた
航空ネットワークの充実、円安などで、訪日客
数は全国、大阪市ともに過去最高を更新 

・総数で見ると、2015年は過去最高を更新し、対
前年増加率も過去最高の46％ （下図） 

・中国からの訪日客は15年に前年の倍以上の勢
いで急増し、国別ではトップとなる（下図） 

●訪日外国人旅行者数の推移(全国) 

・大阪府内宿泊者に占める中国人観光客の割合は
３割と高く、買物代への支出も突出して他国からの
観光客より高い 

・大阪府の宿泊者数は東京都に次ぎ、増加率は前
年比+47.6％で、全国(+43.7％)や東京都(+29.8%)
を上回る（下図） 

注：2015年は推計値 

資料：日本政府観光局（JNTO）「国・地域別／目的別訪日外客数」 
注：従業員数10人以上の施設。2015年１～９月の合計を4/3倍した値。そ 
の他には国籍不詳を含む 
資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

●外国人の延べ宿泊者数の国・地域別状況 

Ⅱ 大阪市の産業動向 6．成長産業等の動向   
(1)集客・観光 
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●医薬品生産額上位の府県の内訳別動向 

・江戸時代から製薬業の中心地として栄えた歴史
を有し、現在でも、医薬品製造業や卸売業の集
積がみられる 

・大阪府は、国産の自社製造が多いことが特徴で、
同分野で2013年には埼玉県を抜いてトップ（下
図） 

・大阪府の医薬品生産額は増加基調を持続し、13
年には5,354億円に達し、埼玉県、静岡県に次
いで全国第3位（下図） 

・環境・エネルギービジネスの市場規模は拡大
基調で、近畿は太陽電池の生産量などで高
いシェアを誇る 

・近畿圏には多くのリチウムイオン電池の工場が
立地しており、大阪港のリチウムイオン電池の
輸出額は増加基調にある。関空からの輸出は
2008年をピークに減少基調にあるが、大阪港
と関空の合計で全国の46.2％を占める（下図） 

●リチウムイオン電池の輸出額 

注： 2015年は１－９月までの合計値に4/3を乗じた値  
資料：大阪税関「リチウムイオン電池の輸出」2015年 

注：用語の意味は次の通り。委託製造：最終製品となる製造工程を他社の製造所に委託
。輸入：主として輸入された医薬品から製造された医薬品。（順位）は2013年の総生産
額の全国での順位を示す 

資料：厚生労働省「薬事工業生産動態統計調査」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

Ⅱ 大阪市の産業動向 6．成長産業等の動向   
(2)健康・医療                  (3)環境・エネルギー    
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・事業所、従業者数の全国シェアが高く、特に、
デザイン業、広告業、情報サービス業で高い 

・全国シェアは事業所数(7.4％)、従業者数
(7.7％)ともに高く、市内全産業のシェアの2倍
程度の水準にある（下図） 

●クリエイティブ関連産業の業種別の集積状況 
（大阪市） 
 

注：対象は民営事業所。2014年の数値 
資料：総務省「経済センサス－基礎調査」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

Ⅱ 大阪市の産業動向 6．成長産業等の動向   
(4)クリエイティブ・デザイン         (5)人材                    

●主たるビジネス目的の在留目的別の外国人登録者数 
 

注：2014年の数値 

資料：総務省「在留外国人統計」2014年末現在 

・大学の全国シェアは学校数で1.7％と低いが、専
修学校･各種学校や職業･教育支援施設などの
ビジネス実践型の教育機関のシェアは高い 

・外国人登録者数を見ると、東京都が突出して多
く、以下、愛知県、神奈川県と続き、大阪府は第
4位の状況が近年続いている（下図） 

・大阪府は、留学が約半数を占めるほか、人文知
識・国際業務が約2割と東京都に次いで割合が
高く、国際ビジネスに従事する外国人の割合が
高くなっている（下図） 

７．その他の経済活動 

 (1) 金融・証券 

 (2) 物流 

 (3) 貿易 

 (4) 消費動向 
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・大阪市の銀行貸出残高は2011年以降、ほぼ
横ばい。全国は緩やかな増加基調。他方、
信用金庫貸出残高は増加基調、保証債務残
高は減少基調が持続（下図） 

・大阪取引所のデリバティブ売買代金は13年
以降、増加基調 

● 金融機関の貸出残高などの推移（大阪市） ●道路貨物運送業の推移(大阪府・市) 

・大阪府発着貨物の全国シェアは4％強。主要
な品目は､発貨物で､「特殊品」､「金属・機
械工業品」､「化学工業品」など 

・道路貨物運送業、倉庫業ともに事業所数は14

年に増加(下図)。新規求人は増加基調にある
も、充足数及び充足率は緩やかな減少基調を
たどり、人手不足が懸念される 

注：各年３月末現在の残高（最新のみ9月末） 
資料：全国銀行協会「金融」、大阪銀行協会資料、大阪市「大阪市統計書」、 
   「統計時報」、大阪府信用金庫協会資料、大阪市信用保証協会資料、 
   大阪信用保証協会資料 
   13年までは両保証協会の合計 
 

注：事業所数及び従業者
数の2006年以前は「
事業所・企業統計調
査」、09、14年は「経済
センサス－基礎調査」
、12年は「経済センサ
ス－活動調査」。異な
る調査の時系列比較
は注意を要する。対象
は民営事業所 

資料：総務省「事業所・企
業統計調査」、「経済
センサス－基礎調査」
、「経済センサス－活
動調査」 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

Ⅱ 大阪市の産業動向  7．その他の経済活動 
 (1)金融・証券                 (2)物流                   
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・大阪港の輸出入額は、12年以降、順調に回復
(下図)。主な相手国は輸出入ともにアジアが
多くを占め、うち中国は輸出で26.3％、輸入
で57.5％と最多 

・関空の輸出は、12年以降、増加基調。輸入も
緩やかに増加するも成田との差は拡大 

・主な品目は、大阪港、関空ともに「機械機
器」系で、特に「電気機器」の比率が高い 

●輸出入額及び全国シェアの推移（大阪港） 

左図 
注：2015年下期は、7～9月の合計を2倍した推計値 
資料：大阪税関、財務省「貿易統計」 

・１カ月平均消費支出は全国を下回る水準で
推移(下図)。多くの品目は横ばいで推移し、
通信費のみが上昇を持続 

・大阪市の単身世帯の比率は47.4％と全国を
大幅に上回る高水準 

●一世帯の１カ月平均消費支出額の推移 

注：二人以上の全世帯（農業含む）の月平均。2015年は1～9月の平均 
資料：総務省「家計調査」 
 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

Ⅱ 大阪市の産業動向 7．その他の経済活動   
(3)貿易                      (4)消費動向                   
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●人口 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

注：サービス業には、電気・ガス・水道業、運輸・通信業、金融・保険業、不動産業、 
  公共サービス業、対事業所サービス業、対個人サービス業を含む。その他には、 
  農林水産業、鉱業、建設業を含む 
資料：大阪市「平成23年度 大阪市民経済計算」、区別の数値は 
    (公財)大阪市都市型産業振興センターによる推計 
 

Ⅲ 区別(地域別)の経済構造  1．区別の社会・経済構造 
(1)人口                   (2)事業所数・従業者数                   

(人)

170000
130000
100000
 70000

 

（人） 
170,000以上 
130,000～
170,000 
100,000～
130,000 
70,000～10,000 
～70,000 

(人)

20000
10000
 5000
    0
-5000

 

（人） 
20,000以上 
10,000～20,000 

5,000～10,000 
0～5,000 
-5,000～0 

～-5,000 

●人口の増減 ●事業所の開業率、廃業率、開廃業率（大阪市） 

注：開業率などはすべて年平均の値 

資料：総務省「経済センサス－基礎調査」2014年 

・大阪市の人口は、湾岸部と中心部で少な
く、周辺部に多い(下図・左)が、その増減
をみると中心部、特に中央、北、西の３区
での増加が顕著(下図・右) 

・昼間人口は就業、就学などで市外から通
う人の多い中央区、北区などの都心部に集
中 

・事業所数と従業者数は中央と北の２区に
集中し、各々２区で全市の31.6％、42.3％
を占める 

・開業率、廃業率ともに高いのは都心部の
中央区、北区。阿倍野区は開廃業率が24区
中最高の＋1.8%(下図) 
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Ⅲ 区別(地域別)の経済構造  1．区別の社会・経済構造 
 (3)総生産と税収             (4)建築着工面積                                 

●用途別建築着工面積の構成比の区別分布（大阪市） 
●市税決算額と法人分・非法人分の内訳 
（大阪市） 

注：2013年～15年上半期までの用途別建築着工面積の合計（公務用、電気・ガス・熱供給・水道業用、
居住専用準住宅など、シェア1％未満の用途を除く）より算出。ＢtoＣ系用途とは医療，福祉用、卸売業、
小売業用、教育、学習支援業用、宿泊業，飲食サービス業用の４用途。ＢtoＢ系用途とは不動産業用、
運輸業用、情報通信業用、金融業・保険業用、その他のサービス業用、製造業用の６用途 

資料：国土交通省「建築着工統計」 

注：2013年度分の調定額。市税決算額［法人分］は、法人市民税、法人純固定

資産税、法人都市計画税、事業所税の合算値。中央区で一括計上されている
「たばこ税」はいずれにも含めていない 

資料：大阪市「決算説明書（市税関係）」、「大阪市税務統計」2013年度 

・用途別の面積割合では、多くの区で住宅が
７割以上を占めるが、臨海部３区では低く、
代わりに運輸などＢtoＢ系用途の割合が高
い。ＢtoＣ系用途では、福島区と西成区で
高く、多くは医療・福祉用が占める(下図) 

・中央、北、西の都心３区と淀川の４区
で市全体の65.9％を占める(下図) 

・法人分割合が非法人分割合を超える区
は都心部、臨海部を中心に10区(下図) 

・市の税収に占める法人分割合は57.6％ 
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・東部には従業者規模が小さい事業所が

多数集積する一方、淀川北岸や臨海部

には大規模な事業者が立地している 

・事業所数は平野区、生野区で多いが、

従業者数では中央区、製造品出荷額等

では淀川北岸の淀川区、西淀川区が多

い(下図) 

   

●事業所数 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

注：事業所数の対象は民営の全事業所 
資料：総務省「経済センサス－活動調査」2014年 
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Ⅲ 区別(地域別)の経済構造 2. 区別の産業構造   
 (1)製造業                    (２)卸売業                       

●製造品出荷額等 

注：従業者数４人以上の事業所が対象 
資料：経済産業省「工業統計調査」2013年 注：事業所数の対象は民営の全事業所 

資料：総務省「経済センサス－活動調査」2014年 

・船場の繊維品、立売堀の機械工具などの
各種問屋街が、都心部を中心に形成され
た歴史から、中央、北、西の３区に事業
所が集中し、販売額は３区で市全体の７
割以上を占める(下図) 

・中央区は、衣服、繊維品、身の回り品が
集中しているほか、医薬品・化粧品等、
化学製品についても突出。西区は、産業
機械器具でトップ。北区は食料・飲料、
電気機械器具などが多い 

●事業所数などの地域別シェア（大阪市） 

注：事業所数と従業者数は2014年、年間商品販売額は13年の数値 
資料：経済産業省「商業統計調査」 
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西部臨海部

(住之江、港、西淀川、

大正、此花)
南部

(東住吉、阿倍野、

西成、住吉)
東部

(生野、東成、平野、

城東)
北東部

(淀川、都島、東淀川、

鶴見、旭)
下記以外の都心3区

(福島、浪速、天王寺)

都心の卸集積3区

(中央、北、西)
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・「織物･衣服･身の回り品小売業」と、医薬

品･化粧品、書籍、スポーツ用品などを扱う

「その他の小売業」は都心部に集中、特に

中央区と北区は中心地性が高い(下図) 

・店舗の売り場効率は、大型店舗の集積する

都心６区（北、中央、天王寺、福島、西、

浪速）で突出して高い 

●業種別事業所数の地域間比較（大阪市） 

注：都心部…北区、中央区、
天王寺区、福島区、西区
、浪速区  北東部…都島
区、淀川区、東淀川区、
旭区、鶴見区 

  東部…城東区、東成区、
生野区、平野区          
南部…阿倍野区、住吉区
、東住吉区、西成区 

  西部臨海部…西淀川区、
此花区、港区、大正区、
住之江区  対象は民営
事業所 

資料：総務省「経済センサス
―基礎調査」2014年 

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 

Ⅲ 区別(地域別)の経済構造 2. 区別の産業構造   
(3)小売業                   (4)サービス業               

• ビジネス支援型サービス業の多くは都心部の北
区、中央区を中心に立地。企業の本社等が都心
部に集積していることが理由の一つとして考えら
れる（下図） 

• 生活支援型サービス業は、娯楽業などの一部の
業種を除いて、概ね市域全体に分布。娯楽業は
都心部と、テーマパークを有する此花区で多い 
●主要なビジネス支援型サービス業 
   従事者数の区別割合（2012年） 

広告業 

情報サービス業 映像・音声・文字情報制作業 

専門サービス業 

注：対象は民営事業所 資料：総務省「経済センサス－基礎調査」2014年 

  

 

ご清聴いただき、ありがとうございました 
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